（様式第１号）
令和　　年　　月　　日　
　宮崎県立こども療育センター所長　殿

応募者
　　　　　所　 在 　地
　　　商号又は名称
　　　代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　
参加表明書兼参加資格審査申請書
　「宮崎県立こども療育センター給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル募集要領」に基づく提案募集に参加したいので参加表明するとともに、参加資格審査を下記の書類を添えて申請します。
添付書類
	応募者
チェック
	事務局
チェック
	書類名


	
	
	１　参加要件に係る申立書（様式第２号）

	
	
	２　会社概要等整理表（様式第３号）

	
	
	３　商業登記簿謄本（発行日から３か月以内のもの）

	
	
	４　給食業務の受託実績書（様式第４号）

	
	
	（添付）契約書の写し、又は当該医療機関から出される実施証明書等契約の事実を確認できる書類


	受付番号

	受　付　印


	
	


（様式第２号）
参加要件に係る申立書
  (1) 宮崎県内に本店、支店又は営業所を有していること。（契約締結日までに設置する　　　場合を含む。）

　(2) 委託業務を開始する日までに、食品衛生法に規定する営業許可その他本件業務に関　　　連して必要な法令に基づく許可、認可等を受けることが確実であること。

　(3) 本件業務の企画提案書提出の日までに、物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参　　　加資格、指名基準等に関する要綱（昭和４６年宮崎県告示第９３号）に基づき競争　　　入札参加資格者名簿に登載されていること。

  (4) プレゼンテーションの日の前日において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第　　　１６号）第１６７条の４第２項の規定により、本県から一般競争入札の参加者資格　　　を取り消されていない法人等であること。

  (5) プレゼンテーションの日の前日において、本県が行う建設工事等の請負又は物品の　　　購入若しくは製造の請負の指名競争入札について、指名保留、指名停止、その他の　　　一定期間を定めて指名の対象外とする措置を受けていない法人等であること。

  (6) 募集の受付期間の最終日から起算して１年前の日までの間に労働基準法（昭和２２　　　年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他の労働関係　　　法令の違反によって公訴を提起され、送検され、又は命令その他当該法令の規定に　　　基づく行政処分（是正勧告等の行政指導を除く。）を受けた法人等でないこと。

  (7) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続き開始の申し立て　　　が行われた法人等又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生　　　手続き開始の申し立てが行われた法人等でないこと。

  (8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団、又　　　は暴力団若しくはその構成員の利益になる活動を行う法人等でないこと。

  (9) 都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がない法人等であること。

  (10)業務が困難になった場合に備え、代行による体制を整備していること。

上記（１）から（10）の全ての要件を満たす者であることを申し立てます。
令和　　年　　月　　日
応募者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所　 在 　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　代表者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県立こども療育センター所長　殿

（様式第３号）
会社概要等整理表
	企画提案者

	会社（団体）名

	連絡担当者

	所属


	
	
	
	役職・氏名


	
	所在地

	
	

	
	
	
	電話番号（内線）


	
	
	
	ＦＡＸ


	
	ホームページアドレス

	
	

	
	
	
	電子メールアドレス



＜会社（団体）の概要＞
	設立年月

	
	資本金（円）

	

	売上金（円）

	
	従業員数（人）

	

	支社（支店）

	
	関連会社

	


※１　売上金は直近の決算期のものを記入してください。
※２　会社概要など参考となる資料がありましたら添付してください。
＜外部協力事業者＞
	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	協力内容

	

	住所
	

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	協力内容

	


※　この表は該当がある場合のみ記入してください。
（様式第４号）
給食業務の受託実績書
	会　社　名
	


　次のとおり、給食業務についての受託実績があることを申し出ます。
	申請時点で、直近３年間に年間１日平均で一番多い食数の給食業務を受託した実績


	機関名

	

	
	機関所在地

	

	
	病床等数

	床


	
	受託期間

	令和　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで


	備考



※　給食業務の食材調達、調理、盛付け、洗浄、下・配膳を請け負っているものを記載してください。
※　上記に記載された病院との委託契約書の写しを添付してください。（契約当事者双方の名称、委託期間、業務内容がわかる部分の抜粋で結構です。）
※  一般病床とは、医療法で定められた療養病床、結核病床、精神病床、感染症病床以外の病床　です。
※  該当する機関が多数ある場合は、代表的な２機関について記載してください。
（様式第５号）
給食業務委託提案辞退届
令和　　年　　月　　日　
宮崎県立こども療育センター所長　殿

　令和　　年　　月　　日付けにて参加を申請した、宮崎県立こども療育センター給食調理業務委託に係る提案については，下記の理由により、これを辞退したく届け出ます。
所　在　地
 商号または名称
    　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 
＜辞退理由＞
　（「都合により」等のあいまいな表現は避け、具体的に記入してください）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第６号

質　　問　　書
（宮崎県立こども療育センター給食調理業務委託に係るプロポーザル関係）

	 法人名
	

	 質問事項
	

	質問事項が該当する書類名と箇所
	

	 質問事項の内容

	

	
	


     ※質問書は、事項ごとに別様で作成してください。

様式第７号

企画提案書提出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

   宮崎県立こども療育センター所長　殿

                                              郵便番号

                                  申請者      主たる事務所の所在地

                                              法人等の名称

                                              代表者氏名                    印

                                              電話番号

    宮崎県立こども療育センター給食調理業務委託に係る公募型プロポーザル募集要項

  の内容を承知して、同業務の委託に応募します。

                                    記

１　添付書類

  （１）企画提案書

　（２）示された献立表に対する発注計画

  （３）見積書

  （４）費用内訳書（様式第８号）

  （５）定款若しくは寄附行為及び法人の登記事項証明書又はこれらに準ずる書類

  （６）申請の日の属する事業年度の前３事業年度における当該法人等に係る貸借対照表及び損益計算書その他当該法人等の財務の内容を明らかにすることができる書類
  （７）当該法人等の概要を記載した書類（様式第９号）

  （８）当該法人等の役員名簿（氏名にふりがなが付されたもの）

  （９）上記提出書類のうち該当のないものについての申立書（様式第１０号）

  （10）応募申請に係る宣誓書（様式第１１号）

  （11）医療施設、介護・福祉施設又は特別支援学校での調理業務実施実績

２　組織及び職員の配置等

  （１）本件業務実施の組織

     （注）指揮命令系統がわかるもので、配置する職員数を（　　）書で併記すること。

           実施体制の考え方、施設長の人選についての考え方などを記載すること。

       組織図の記載の参考例（別紙でも可）

	       ○○○
	
	　△△△
	
	
	 　▽▽▽

	       （　）              （　）


	        （　）

	
	
	   □□□


                                                   （　）

  （２）職員の職種等

	 職　種

（職名）
	雇用関係

	月勤務日数


	担当する業務内容


	　資格等


	 人件費

（千円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	   計

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注１）組織図に記載された職員全てについて、雇用関係（常勤職員、非常勤職員、臨時

　　　職員、パート職員、委託職員等）、月勤務日数、担当する業務、年間の人件費見込　　　  額（法定福利費等を含む一切のもの）を記載すること。

（注２）人件費の合計額は、費用内訳書（様式第８号）の人件費の額と一致させること。

（注３）実際の運営にあったっては、ここで示した人数を下回ることはできないこと。

（注４）次に掲げる者については、必ず配置すること。

        ・受託責任者

        ・栄養士法第１条第２項に定める管理栄養士の資格を有する者又は同法第１条第　　　　　  １項に定める栄養士の資格を有する者

        ・調理責任者として、調理師法第２条に定める調理師の資格を有する者

 （３）勤務表　　・・・・　職種等ごとに、週間、時間帯が分かるものを記載する。

 ３　関係法令等に係る監督行政機関からの指導等の状況及び対応状況

     （募集の受付期間の最終日から起算して３年前の日までの間）

   （注）次の法令に係る監督行政機関からの命令、勧告及び指導等並びに対応の状況に　　　   について記載すること。

（１）本件業務に直接関係する法令

      ・食品衛生法

      ・農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律

      ・不当景品類及び不当表示防止法

      ・道路交通法（第３節　使用者の義務に関するものに限る。）、道路運送車両法

      ・その他給食業務に関係する法令

（２）労働及び福利厚生に関する法令

      ・労働基準法

      ・労働安全衛生法

      ・最低賃金法

      ・労働組合法、職業安定法

      ・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する　　　　  法律

      ・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

      ・労働者災害補償保険法、雇用保険法、健康保険法、厚生年金保険法

      ・その他労働及び福利厚生に関する法令

（３）施設の維持に関する法令

      ・電気事業法、消防法、浄化槽法、水質汚濁防止法

      ・その他施設の維持に関する法令

４　法人等の社会的責任の遂行状況

（１）障害者雇用

    （説明）障害者の雇用の促進等に関する法律に基づき、事業主は、一定の割合（法定　　　　雇用率）の障害者を雇用することとされている。一般の民間企業は、法定雇用率　　　　の２．５％が適用されており、常用労働者数４０人以上の企業で、１人以上の障害　　　　者を雇用しなければならないこととなる。

  （注）申請書の提出時点において、該当する項目に■点を付してください。

    ①常用労働者数４０人以上の事業者であり、

      □　法定雇用率を達成している。

          （令和７年６月１日現在で、管轄公共職業安定所に提出した「障害者雇用状　　　　　　況報告書」の写しを添付すること。）

      □　法定雇用率を達成していない。

    ②常用労働者数が４０人未満の事業者であり、

      □　障害者（身体障害者・知的障害者・精神障害者）を雇用している。

          （障害者雇用を証明できる書類を添付すること）

      □　障害者を雇用していない。

様式第９号

法人等の概要
	項　目
	内　　　容

	 名　称

	（注）主たる事務所と県内にある事務所（支店・営業所等）が異なる場合は、それぞれの名称を記載すること。

	 所在地

	（注）主たる事務所と県内にある事務所（支店・営業所等）が異なる場合は、それぞれの所在地を記載すること。

	 設立年月日

	

	 代表者名

	

	 資本（出資）金

	

	 職員数

   うち県内
	総数　　　　人（常勤　　　　人、非常勤その他　　　　人）
総数　　　　人（常勤　　　　人、非常勤その他　　　　人）

	 経営方針


	

	 主要業務

	

	 本件業務に配置可 能な人員等


	

	 連絡先
	

	 担当部署名

	
	 担当者名

	

	 電話番号

	
	 ＦＡＸ

	

	 電子メール

	
	
	


様式第１０号

応募に係る申立書
                                                            　　　年　　月　　日

　宮崎県立こども療育センター所長　殿

                                              郵便番号

                                              主たる事務所の所在地

                                  申請者      法人等の名称

                                  　　　      代表者氏名

                                              電話番号

　　宮崎県立こども療育センター給食調理業務委託の応募に当たり、次の書類については、　該当が無いことを申し立てます。

                                    記

  １

  ２

  ３

様式第１１号

応募に係る宣誓書
                                                             　　年　　月　　日

   宮崎県立こども療育センター所長　殿

                                                 所在地

                                       申請者    法人名

                                                 代表者氏名                印

   宮崎県立こども療育センター給食調理業務委託への応募に当たり、法人等及び役員が下記のとおり相違ないことを宣誓します。

記

１　本件業務の企画提案書提出の日までに、物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加　資格、指名基準等に関する要綱（昭和４６年宮崎県告示第９３号）に基づき競争入札参加資格者名簿に登載されていること。

２　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、　本県から一般競争入札の参加者資格を取り消されていない法人等であること。

３　本県が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札につ　いて、指名保留、指名停止、その他の一定期間を定めて指名の対象外とする措置を受け　ていない法人等であること。

４　募集の受付期間の最終日から起算して１年前の日までの間に労働基準法（昭和２２年　法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）その他の労働関係法令の　違反によって公訴を提起され、送検され、又は命令その他当該法令の規定に基づく行政　処分（是正勧告等の行政指導を除く。）を受けた法人等でないこと。

５　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続き開始の申し立てが　行われた法人等又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続き　開始の申し立てが行われた法人等でないこと。

６　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる暴力団、又は　暴力団若しくはその構成員の利益になる活動を行う法人等でないこと。

７　都道府県税、法人税並びに消費税及び地方消費税に未納がない法人等であること。

